
熊本市工事競争入札参加者の合併等に係る特例措置要綱 

 

制定 令和４年４月１日公告第２７７号     

改正 令和５年３月１０日工事契約課長決裁  

令和７年３月２６日工事契約課長決裁 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、熊本市工事競争入札参加者の資格審査及び指名基準に関する規則

（昭和４１年規則第１５号。以下「規則」という。）第９条に規定する有資格業者（以

下「有資格業者」という。）が吸収合併、新設合併、事業譲渡又は会社その他の法人

（以下「会社等」という。）の分割による承継（以下「合併等」という。）を行った場合

の規則第６条に規定する格付け及び入札参加機会の確保に関する特例措置並びに手続き

について必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、次のとおりとする。 

(1) 「吸収合併」とは、合併当事者のうち一者が事業主体を変えずに存続し、他の者が

存続する者に吸収されて消滅する形態の合併をいう。 

(2) 「新設合併」とは、合併当事者が新たな会社を設立し、全員が新たに設立された会

社に吸収されて消滅する形態の合併をいう。 

(3) 「存続会社」とは、吸収合併後に存続する会社をいう。 

(4) 「新設会社」とは、新設合併により新たに設立された会社をいう。 

(5) 「消滅会社」とは、合併等により消滅する会社をいう。 

(6) 「合併時経審等」とは、平成２０年３月１０日付け国総建第３０９号国土交通省総

合政策局建設業課長通知「建設業者の合併に係る建設業法上の事務取扱いの円滑化等

について」（以下「合併通知」という。）にいう合併時経審、平成２０年３月１０日

付け国総建第３１１号国土交通省総合政策局建設業課長通知「建設業の譲渡に係る建

設業法上の事務取扱いの円滑化等について」（以下「譲渡通知」という。）にいう譲

渡時経審及び平成２０年３月１０日付け国総建第３１３号国土交通省総合政策局建設

業課長通知「建設業者の会社分割に係る建設業法上の事務取扱いの円滑化等について」

（以下「分割通知」という。）にいう分割時経審を総称していう。 

(7) 「合併直前経審等」とは、合併通知にいう合併直前経審、譲渡通知にいう譲渡直前

経審及び分割通知にいう分割直前経審を総称していう。 

(8) 「営業」とは、営業所、従業員、のれん等の有形無形の財産（積極財産のほか消極

財産も含む。）をいう。 

２ この要綱において、合併等の事実発生の日は、次の各号のとおりとする。 

(1) 吸収合併又は新設合併 合併契約書等に合併期日の定めがある場合はその日、そ



れ以外の場合は合併登記の日 

(2) 事業譲渡 事業譲渡契約における事業譲渡の日 

(3) 会社等の分割による承継 会社等の分割契約書等に合併期日の定めがある場合は

その日、それ以外の場合は分割登記の日 

（特例措置の適用対象） 

第３条 この要綱の適用となる対象は、合併等の当事会社のいずれか又は双方が有資格業

者であって、次の各号に掲げるもの（以下「存続会社等」という。）とする。ただし、入

札参加資格に係る営業を譲渡する会社等が、当該営業をすべて廃業し、かつ、負債の承

継又は清算を行う場合に限るものとする。 

(1) 存続会社 

(2) 新設会社 

(3) 他社から入札参加資格に係る営業の全部又は一部を譲り受けた会社 

(4) 他社から会社分割により入札参加資格に係る営業の全部又は一部を承継する会社 

（主観的事項に関する特例措置） 

第４条 市長は、存続会社等が等級のある業種に登録を希望する場合の合併等の事実発生

の日以降３ヶ年度の格付けにおける規則第７条の規定による主観的事項の評定において

合併等を行ったことに対して加点することができるものとする。 

２ 合併等の事実発生の日以前に消滅会社が有した主観的事項に関する実績等項目につい

ては、存続会社等に承継することができるものとする。 

（格付けに関する特例措置） 

第５条 建設工事に登録を希望する業者における存続会社等の経営事項審査の総合数値、

完成工事高及び自己資本額について、当該存続会社等が合併時経審等を受審する場合に

あっては、その数値とし、合併時経審等を受審しない場合にあっては存続会社等が受審

した合併直前経審等におけるこれらの数値とする。また、合併時経審等を受審したこと

により、経営事項審査を年度中に２回以上受審した場合は、最新の審査結果におけるこ

れらの数値とする。ただし、等級及び順位の格付けについては、これらの数値を基にし

た年度途中での変更は行わないものとする。 

２ 調査、測量及び設計等建設コンサルタント業務の業者における存続会社等の完成業務

高は、合併等の事実発生の日以前に認定された合併等の当事会社の完成業務高の数値を

合計したものとする。ただし、順位の格付けについては、これらの数値を基にした年度

途中での変更は行わないものとする。 

３ 消滅会社が資格を有していた業種について、存続会社等が、合併等事実発生の後に入

札参加資格審査における格付け基準の要件を満たす場合は、消滅会社が有していた入札

参加資格を全て承継したものとして取り扱うものとする。 

４ 合併等の当事会社が同一の業種で異なる等級に格付けされている場合において、存続

会社等は、合併等の当事会社の従前の等級のいずれかを選択するものとする。 



５ 合併等と存続会社等の本店所在地の移転が同日付けで行われた場合は、原則として、

合併等が先に行われたものとみなすものとする。 

（入札参加資格等に関する特例措置） 

第６条 存続会社等の入札参加資格における営業継続年数については、合併等の当事会社

のうち年数が最も多い者の年数を適用して算定するものとする。 

２ 存続会社等の施工及び履行実績（以下「実績」という。）については、消滅会社から入

札参加資格を承継した業種については、消滅会社が有していた実績を存続会社等の実績

とすることができるものとする。 

３ 存続会社等における技術者及び従業員等（以下「技術者等」という。）の雇用期間につ

いては、消滅会社が雇用していた技術者等を継続して雇用する場合は、消滅会社での雇

用期間を加えた雇用期間とすることができるものとする。 

４ 消滅会社が、熊本市工事請負及び委託契約に係る指名停止等の措置要綱（平成７年４

月１日告示第１０８号）第２条第１項又は第３条各項の規定による指名停止の期間中で

ある場合は、存続会社等が当該期間を引き継ぐものとする。 

５ 熊本市建設工事に係る業務委託総合評価一般競争入札試行要領（平成２１年９月１５

日告示第５６５号）、熊本市建設工事簡易型総合評価一般競争入札実施要領（平成２４年

４月４日公告第３１６号）、熊本市建設工事施工計画型総合評価一般競争入札試行要領

（令和６年１２月２７日公告第８９９号）及び熊本市建設工事技術提案型総合評価一般

競争入札試行要領（平成２８年４月１日公告第２４２号）に基づき実施する総合評価一

般競争入札における評価内容については、消滅会社が有した評価内容を存続会社等が承

継できるものとし、そのうち登録業種（とび・土工・コンクリート工事について、その

内訳として、熊本市工事等競争入札参加資格審査申請書又は完成工事高内訳及び技術職

員総括表に記載された細業種の工事を対象とした場合は、その工事。以下「登録業種等」

という。）の工事成績評定点の平均点については、存続会社等は、消滅会社の施工実績の

工事成績評定点を登録業種等の工事成績評定点の平均点に算入するかどうかを選択する

ことができるものとする。 

（申請） 

第７条 存続会社等が第５条及び第６条の特例措置の適用を受けようとする場合は、合併

等による入札参加資格審査申請書変更届及び特例措置申請書（様式第１号）に必要事項

を記載のうえ、次の各号に掲げる書類を添付し、申請するものとする。 

(1) 合併等に係る契約書又は分割契約書の写し 

(2) 存続会社等の登記事項証明書の写し及び必要に応じて合併等の状況が分かるパン

フレット又はホームページ等の資料 

(3) 建設工事に登録のある業者の場合は、次に掲げる書類の写し 

ア 合併等当事会社の合併等以前の建設業許可通知書又は建設業許可証明書 

イ 合併等当事会社の経営事項審査の総合評定値通知書 



ウ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第１７条の２各項の規定による認可につ

いての通知書又は消滅会社の建設業の廃業届及び合併等以後の存続会社等の建設業

許可通知書又は建設業許可証明書 

エ 存続会社等の営業所一覧表（熊本市外に本店を有する者に限る。） 

(4) 調査、測量及び設計等建設コンサルタント業務に登録のある業者の場合は、合併等

の事実発生の日以降に発行された営業に関して必要とされる登録証明書又は登録通知

書の写し 

(5) その他市長が必要と認めるもの 

（認定及び結果の通知） 

第８条 前条の規定による申請があり、その内容が適当である場合は、第５条及び第６条

の特例措置の適用を認定し、その結果について合併等による特例措置認定通知書（様式

第２号）により、申請者に対し通知するものとする。 

（申請内容の変更） 

第９条 第５条及び第６条の適用を受けている者で、第７条の申請内容に変更があった場

合は、入札参加資格審査申請書変更届により速やかに報告するものとする。 

（認定の取消し） 

第１０条 次の各号のいずれかに該当する場合は、第８条の認定を取り消すことができる

ものとする。 

(1) 合併等後に入札参加資格に係る営業の一部を譲渡し、又は入札参加資格に係る営

業の一部を分社化した場合 

(2) 申請の内容に虚偽があった場合 

２ 前項の取消しを行った場合は、合併等による特例措置認定取消通知書（様式第３号）

により申請者に通知するものとする。 

 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行し、同日以降の合併等について適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年３月１０日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、決裁日から施行する。 

 



様式第１号（第７条関係） 

 

合併等による入札参加資格審査申請書変更届及び特例措置申請書 

 

年  月  日   

 

熊本市長 様 

 

住    所                  

商号又は名称                  

代表者職氏名                  

 

 年（    年）  月  日付けで、下記のとおり合併等を行いましたので、先に提出しました熊本市

工事等入札参加資格審査申請書の記載事項を変更するとともに、熊本市工事競争入札参加者の合併等に係る特例

措置等要綱第５条及び第６条の規定に基づく特例措置を、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

１ 合併等内容（いずれかに〇を付けること） 

吸収合併 ・ 新設合併 ・ 吸収分割 ・ 新設分割 ・ 事業譲渡 

 

２ 合併等期日   年（    年）  年  月  日 

 

３ 変更内容 

（１） 存続会社等 

商号又は名称  

 

使用印 

代表者職氏名   

住所  

建設業許可番号     知事許可 特・般第    号 

登録業種及び等級 

工事 等級 

工事 等級 

工事 等級 

工事 等級 

工事 等級 

（２）消滅会社 

商号又は名称   

代表者職氏名   

住所   

建設業許可番号 知事許可 特・般第    号     知事許可 特・般第    号 

登録業種及び等級 

工事 等級 工事 等級 

工事 等級 工事 等級 

工事 等級 工事 等級 

工事 等級 工事 等級 

工事 等級 工事 等級 

 

合併経審の受審     年（    年）  月  日受審（ 済 ・ 予定 ） ・ 予定無 

 



 

４ 特例措置内容 

（１） 登録を希望する業種及び等級 

工事 等級 工事 等級 

工事 等級 工事 等級 

工事 等級 工事 等級 

※ 存続会社等又は消滅会社の有する業種及び等級のいずれかを選択すること。 

 

（２） 総合評価方式における消滅会社の工事成績評定点の算入（いずれかに〇を付けること） 

    希望する  ・  希望しない 

 

５ その他（本店所在地移転等） 

  本社所在地移転年月日      年（    年）  月  日 

※ 合併等に合わせて、本店所在地が移転となった場合、移転年月日を記載すること。 

 

【添付資料】 

（１） 合併等に係る契約書又は分割契約書の写し 

（２） 存続会社等の登記事項証明書の写し及び必要に応じて合併等の状況が分かるパンフレット又はホーム

ページ等の資料 

（３） 建設工事に登録のある業者の場合は、次に掲げる書類の写し 

ア 合併等当事会社の合併等以前の建設業許可通知書又は建設業許可証明書 

イ 合併等当事会社の経営事項審査の総合評定値通知書 

ウ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第１７条の２各項の規定による認可についての通知書又は

消滅会社の建設業の廃業届及び合併等以後の存続会社等の建設業許可通知書又は建設業許可証明書 

エ 存続会社等の営業所一覧表（熊本市外に本店を有する者に限る。） 

（４） 調査、測量及び設計等建設コンサルタント業務に登録のある業者の場合は、合併等の事実発生の日以

降に発行された営業に関して必要とされる登録証明書又は登録通知書の写し 

（５） その他市長が必要と認めるもの 

  



様式第２号（第８条関係） 

 

工契発第   号  

  年  月  日  

 

       様 

 

熊本市長 大西 一史   

 

合併等による特例措置認定通知書 

 

   年（    年）  年  月  日付けで申請のあった熊本市工事競争入札参加者の合併等に係る特

例措置等要綱第５条及び第６条の規定に基づく特例措置について、下記のとおり認定しましたので、通知します。 

 

記 

１ 特例措置内容 

登録する 

業種及び等級 

工事 等級 工事 等級 

工事 等級 工事 等級 

工事 等級 工事 等級 

 

２ 特例措置期間 

熊本市工事競争入札参加者の合併等に係る特例措置要綱第５条の規定する格付けに関する特例措置につい

ては、  年（２０  年）  年  月  日より令和 年度（２０  年度）熊本市工事競争入札参加資

格確認通知書到着（令和  年（２０  年）４月下旬通知予定）までとする。 

 

  

担当 熊本市総務局契約監理部工事契約課 

    

電話 ０９６－３２８－２４４２ 



様式第３号（第９条関係） 

 

工契発第   号  

  年  月  日  

 

       様 

 

熊本市長 大西 一史   

 

合併等による特例措置認定取消通知書 

 

  年（    年）  年  月  日付けで申請のあった熊本市工事競争入札参加者の合併等に係る特例

措置等要綱第５条及び第６条の規定に基づく特例措置について、第１０条の規定に基づき下記のとおり認定を取

り消しましたので、通知します。 

 

記 

１ 取消す理由 

   

 

２ 取消期日 

    年（    年）  年  月  日 

 

担当 熊本市総務局契約監理部工事契約課 

    

電話 ０９６－３２８－２４４２ 


